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ここで分析対象とされる資料は， w商工業不況調査委員会報告書Jl First， 
Second， Third， Final Report 01 the Royal Commission Appo間tedto In-
quire into the Depression 01 Trade and Industry， 1886，である。そのうち鉄
鋼業の不況対策に直接関係する資料は，鉄鋼業関係証人11名の証言ならびに商
業会議所及び同業者組合への質問 「⑬あなたの意見ではどんな方策が産業
の現状り改善に適当 εあるか， a)立法によるもの， b)立法措置によらないも
のJ2)-ー に対する回答である。
1) 山田昭夫，1商工業不祝調査委員会報告書 (1886年)jにおける「大不況」認識一一鉄鋼業関係
者の場合 J .経済論叢』第127巻>}1. 5号.1981年。


















社 Cammell& Coは同様な理由のために，カンバ ランドのワーキングト y
に彼らの工場を移転しました」似o.3204ー 証言番号〕と証言している心。乙の
2) Firs.芯R申 "τ，p. 73 なお， 桂鋼業関係証人は イギリス鉄鋼業揚会 BritishIron T rade 
Association CBITA)会長サー ローシャソベル (SirL同べhi田 Bell)， シェフィー ノレド地
区のオズポー ソ (5.Osborn)，エリス(J臥 El1is)，ベレク (C.Belk)，ヴィッヵー λ(T.E 
Vickers)， ディクソγ(].W. Dbo叩)， ヒュー ズ (H.H唱 :bes)，北西海岸のスミス(].T 





出. 1昨 1年、大野英二「危機白社会的基盤Jrドイツ資本主義論』未来社I 1965年，等に詳しし、。























4) シェフィー ノレド商業会議所会頭ディクソンも， γヱフィー ルドの3大企業キャメル社Cammell
& Co.ブラウン ベイリーアンドディクソン社 BrownBailey and工凡xon& CO町並びジョ
シ ブラウン社 ]ohnBrown & Co，が， 鋼レール生産を廃止したのは割高な鉄道運賃のため
であるが，このことによって同地区の不況が深刻化したと証言している (No，1352. 1357)。
5) 1884年の時点tのγェフィー ノレド地区の輸 移入鉱石依存度は80%であった (SirLow油 "n
Bel1， Statement relating to the Iron Trade of the United Kingdom， p_ 13. in Second 

















ル生産が1873年の 52.9%から 83年の 0.4%へと減少するのに対して造船用資材
6) 185匝芋の鉄鉱石年産量は959，000トンであったのに.8匠Fには118.000トシに減少した.そして
同地区の消費鉱石0)80%はノーサンプトソから穆入された (SirLowthian Bell， Statement.， 
p. 15. in Second Report.， p.321)0同地区の製鉄業全般についてはJ Cf. G. C. Allen， lndus-




企業になった (L白dAberconway， The B.同 'cIndl制的'esOJ Great Brit仰 1，London， 1927， 
p. 123. H. W. Macrosty. The Trust Movement in B円".tishIndustry， London， 1907， pp 
44 f.)o 
8) ここで留意すべきは，イギリ'"の鉄鋼業者が貫して塩基性法の導入をしない点である o 1:182 
年末のでの塩基性法による操業はドイツの8企業21恥炉に対して，イギリスはボルコウ・ヴォ
γ社Bolckow Vaughn & coの4転炉だけであるιEconomist.Feb 24， 1883， Commercial 
History田 dReview of 1882， p_33.). したがって，イギリ久白性鋼業者は酪佐法に岡執して
塩基性法によるコスト削減を考えようとはしていなかった。『報告書』の証人の見解については，
前掲拙稿，脚住 (IB)(29)を量参照せよー
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第 1表 グロープラシド地区における錬鉄製品生産量 (単位.トγ〉
!レーノレ倒|棒鉄側|鉄板伺|ァ γグノレ伺 i計
1872 299，075 (49.0) 75，154 (12.3) 177，857 (29.1) 58，167 ( 9.5) 610，253 
73 324，440 (52.9) 79，426 (12.9) 165，593 (27.0) 44，403 ( 7.2) 613，862 
74 265，020 (45.4) 91，053 05.6) 178，272 (30.5) 49，501 ( 8.5) 583，846 
75 246，218 (43.8) 101，641 (18.1) 173，417 (30自〕 41，246 ( 7.3) 562，522 
76 107，832 (25.6) 88，304 (21.0) 172，374 (40.9) 52，665 (12.5) 421，175 
77 36，750 ( 9.3) 77，132 (19.5) 214，723 (54.3) 67，035 (16.9) 395，640 
78 21，646 ( 5.1) 78，283 (18.6) 233，964 (55.5) 87，651 (2日8) 421，544 
79 6，769 ( 2.3) 60，848 (21.0) 173，700 (59.9) 48，892 (16.8) 290，209 
80 27，417 ( 5.4) 71，399 (14.0) 316，722 (62.3) 92，899 (18.3) 508，437 
81 15，904 ( 2の 70，490 (11，8) 391，468 (65.4) 120，557 (2日1) 598，419 
82 5，601 ( 0.9) 62，570 ( 9.9) 433，216 (68.7) 129，647 (20.5) 631，034 
83 2，904 ( 0.4) 80，933 (12.3) 440.157 (66.9) 133，606 (2日.3) 657，600 
84 3，516 ( 0.8) 81，578 (19.0) 270，910 (63.3) 72，2B2 (16.9) 428，286 
出典 Sir Lowthian BeU， Statement relating to the 1四 nTrade of the United Kingdom， 








9) バ ンによれば，鋼レ ノレの侵入によっ C，187念年にクリープランドの師鉄企業44社のうち20
社が倒産したくD.Burn， The Economic Historyザ、Stcelmaking1867-1.9 37. Cambridge， 




年， 77-102ベー ジ〉。 なお，錬鉄企業の生産部門の転換先は，造船用資材だけでなく，枕木(ク
リ プヲソド〕及び高血棒鉄〈南スタフォードジャー〉への転換もみられた白 Cf. EcorwlTtist， 
March 9， 1877， p.25 錬鉄の転換=残存基盤は，クリープランドの場合地方鉱石と地方市場で























1 鋼船建造トシ(%数~I 鉄船建造ト傍(%〉 |  計
1880 35，373 ( 7.1) 459，994 (92.9) 495，367 
81 42，407 ( 6.0) 666，724 (94.0) 709，131 
82 125，841 (12.9) 851，075 (87.1) 976，916 
83 166，428 (15.1) 933，774 (84.9) 1，100，202 
84 132，457 (16.7) 661，201く83.3) 793，658 
85 165，437 (36.3) 290，429 (63.7; 455，866 
86 267，000 (55.5) 214，233 (44.5) 481，233 
87 465，792 (80.7) 111.535 (19.3) 577，327 
山典 W. A. Sinclair， The Growth of the British Steel 
Industry in the late Nineteenth Century 
Scottish Journal of Political Economy， vol 6， No 
1， 1959 p. 35， Table III 
¥、BritishIron and Steel Ind:町tη 1720-1951，Urbana， 1956， P.85.)。 スコットランドの
現牲企業は当初から造船資材を生産していたため， 7世手代にはまだあまり厳しい藍響を受けてい
なかった (1.F. Gibs∞， The Establishment of the Scοttish Steel Industry， Scottish J(四 r-
nal of Political Econom~仇 voL 5 no. 1. 1958， p.33.)。
12) Cf. Ecorwmist. Feb 20， 1886， C.H. R.， 1885， p.29 ただし， ベルはこの転換を梁材への
需要が増大したことに童主点をおいて説明しているくSirLowthian Bell. S何temf'nt.，pp. 63千m
Second Reρartョp.336.)。
13) グリー プランドには， 1885年に13基の平炉があったが， 18回年にはその5倍になったの'I'.A
Sinc1air， The Growth of the British 5t田lIndustry in由elate Nineteenth Century .
Scottish Jou門回1of Political Economy， vol. 6 no. 1， 1959， p.36')0 
















た(I.F. Gibson， ibid.， pp. 33.)ー 平炉鋼桓価橘の下落と造船業者自選択の関係については，
Cf 、1¥l.A. Sinclair， 告白d.，p， 39 
15) ギプソンとミードの資料を検討すると.1885年におけるスコットランド平炉鋼企業10社のうち
8社が錬鉄企業から転識した企業であった.したがって，平炉鋼が主配的なスヨットランド製鋼
業の発展は， 錬鉄企業から平炉銅企業への転換によってもたらされたといえる(1.F. Gibson， 
ibid.. pp. 34 f. R. Meade， The Coal and Iron Industries of the United K.削 g晶 m，Lon 






























18) ヴィッカース祉のその後の発展については， Cf出'd.， pp. 41 f. J. D. Scott， Vickers A His 
tory， London， 1962， 
19) Cf. A. Birch， The Ecotwmic H，叫 'oryof the British Iron and Steel Industry 1784 
←1879， London， 1967， pp. 368-71 この時期の向莱者組合について， 使用者団体としては，
Cαf. Royal Cornm即n叩'"担s掛止K悶Cぽnon La品bou町r，Rule由Sof As.日so即σz阻at師z叩onof E:η問z唖p〆b/o町3町 sand of El胡〆0，
ed: to暗gether回ithInt1ηdu叫ct，臼m門ツ M凶d，
C口千 i品b叫.P即P.9岨8一-10回3 同『報告書』を分析した前川嘉一「円l凶9世紀後半期のイギリス使用者団体
王立委員会調査報告書 (1892)を中心にして一一J r経済論叢』第四2巻第4号， 1968年，
カルテル団体としては.Cf. H. Y.l. Macr白 ty，z"bid.，鉄鋼業に関しては， Cf. ibid， c.lw pter 3 
政策団体としての機能分析を含んだ文献としては，藤田暁男 rr大不況~ (1873-96)における経
蛍者協会くTradeAss皿 iation)に関する覚書J r九州共立大学紀要』揮3巻第2号， 196笹子，
がある.なお「大不況J期の鉄鋼業において注目すべき点は，世界市場での競争の激化に対応し
て全国レヴェルの同業者組合が各国に創設あるいは再編強化される点である o 1874年のドイシ
鉄鋼業者連盟 Vereindeutscher Eis四 undStahlindustriellerについては，大野英三「ドイツ
金融資本成立史論』有斐閣， 1956年， 41へ}ク， 187&年の BlTA については， D. Burn， ibid.. 
Pp. 3lf.. 1886年のフランス睦鋼協会C岨 utedes Forges de Franceの再編強化については，
安部誠治「独占形成期のフランス鉄鋼業における資本家諸団体Jr大阪市大論集』第32号， 1978 
年，を参照せよ。






















20) 同聾者組合は， クリ プランド製鉄業者協会 ClevelandIron Masters' Associationと推定
しうる. 同協会の意志浪定は， 各企業¢蹴輯勾宅主産量に対して付与された投票権 (60，000トソ
以下l票， 60，000-120， 000トン2票.120， 000-180. 000トシ3票， 180.000トン以上4票〉に従
って決定された。 したがって， 大規模企業の意向がヨリ反映される仕組になっていた (Royal
Commi制叩 onLa.bour. ib札 p.102.)0 
21) Cf. Economist， April 12， 1884， Monthly Trade Supplement. p正必叫， Sept 13， M. T 
S.， p. 5 











どりス|北東海岸 1 スコヅト体 ラ γF 北西海岸|育ウェー引3:7二
1865 7322.1 9462.4 8251.6 12494.2 6455.5 6075.7 
70 8981.2 13534.8 9804.8 13292.3 8589.4 5162.6 
75 10119.9 16010.3 8823.5 16651.7 6858.3 6171.0 
80 13739.7 21575.2 9324.4 20015.9 12894.7 8359.9 
85 17655.7 25812.5 11028.2 2733:l2 
89 18054.2 27009.7 11241.3 25072.4 
出典 1865.70. 75. 80の各年は， A. Birch， ib品目 125-137
1885年はI Economist， Feb 20， 1886. C. H. R.， 188G p. 29 
1889年は，&0依omist，Jan 1， 1890. M. T. S.， p_ 19から算出。
2わ スコットラントで地区との協定4丸 1881年9月と82年3月の2度にわたって6ヶ月協定の更新と
第1表クリ プランド地区銑鉄生産(単位 トン〕 いう形で実施された。
1 【 グリーブランド地区に
| l田昨 1 1田2年 |畔4 年増減率%1関する限りで， 1田l年








23) 1880年代前半のグ P プラント弛区における生産制限協定については， Cf. H W. Mac問 ty，
ibぷ， pp. 57-60. 
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第4表主要国における高炉1基当り銑鉄平均年生産高(単位 トγ〉
イギリス(北東海岸)I ドイツ|フランス lベ岬 l 持品
1870 8，700 (13，500) 5，000 13，5口D
1880 13，000 (21，600) 11，000 8，000 19，5日o
1890 19，日00 (27，0∞) 20，7口0 16，000 22，500 31，000 
1900 22，500 (-) 31，000 21，日O 27，000 56，000 
1910 30，日00 (-) 49，000 34，500 46，000 100，0口D








[2J ブリキ製造業者協会 TinplateManufacturers' Associationは， ブリ
キ部門の不況対策に関するアンケートに次のような回答を寄せている。
「この価格 [112重量ポ y ド1箱当り 12シリ;/y' 9ベンス〕が生産コスト以下
なので，その年 [1884年〉の終りまで毎月 1週間の〔操業〕停止によって生
24) 20世紀初頭の状況については Cf.H. Levy， Mon噌 olyand ζ'-orn:l叫 ition，London， 1911， 
pp. 191 f. 1880年代前半において， ドイツ鋳却さ量はイギリスからの鋳鉄輸入から解放されつつあ
ったが，まだ大量の詩鉄が混合されていた.特にクムニツツ商工会草野賢は，安価なイギリス銑カ3
Mなければ機械鋳造はできないと報告している (Eco7lOmist，Jan 9， 1886， M. T. S.， p.5')0 
25) 1886年春に過剰生産が深佑G，価格がクりープランド銑 No.3で30シリングに下落した昨，
BITAは全国¢生産者の産出高を25%削減することを提案したが，実現しなかった (H，W 





連盟BritishIrou and Sl~d Feue:rationとして設立された(高橋哲雄，前掲書， 150ペ シλ
44 (268) 第128巻第5.6号














第5表 イギりスにおけるプリキ生産・輸出・消費量 (単位 1凹0トン〕
I 18日 I1醐 I1872 I 1878 I 1醐[附 I1891 
生 産 84 101 143 199 302 426 586 
輸 出 63 88 118 155 218 335 448 
〈内U.S.A) (49) (63) く87) (108) くlfi4) (264) (325) 
及園内び在消費庫 21 19 25 44 84 91 138 
出典 W.E. Minchinton， The British Tt'nTlate Industry， Oxford， 1957， p. 29 
26) First Report.， p. 119 
27) この時期¢生産制限については， Cf. W. E. Minchinton， B:門'tishTl帥μateIndustげ， Ox-
ford， 1957， p.52 なお『エコノミスト』誌は.生産制l隈の市況改善劫呆に対して否定的見解を
表明しているくEconomist，Feb 20， 1886， C. H. R. 1885， p. 30')0 
28) 1810-80年代の海外市場依存度は75%前後であった CFi:rstRetort.， p.119.)。














という 3通りの選択の前に立たされ，結局第3の道を選んだ (No_2271)。コ Y
ピネーションには， 1企業を除いたイギリ Zの全企業， 2企業を除いたドイツ
の全企業， ベルギーの全企業が参加し (No.2279)， それは鋼レールの注文の
分割と価格の規制 (No.2336)によって， 適度の利潤を生産者に保証しようと
した (No.2352)。






産をLた (No. 2342-45)。 したがって，コンピネ-/ョンの第lの機能であ
る注ぷニ需要白分割とは実質的な生産制限なのである。
32) H. W. Ma，口調ty，め低.pp. 63 f. T. Vogelst怠in，Organisationsformen der Eisenindi削ー
Z門eund Textileindustrie 師 Englandund Amerika. Leip:zig， 1910， s.9. D. Burn， 
w必.pp. 230 f. J. C. Carr & W. Taplin~ His白 ryof the Bri同 hSteel Industη，Oxford. 
1962， pp. 167鉦レ ユγ『帝国主義』岩波文庫， 1969年I 121-22ベー ジ.徳百:1lJ雄「第一次大
戦前，イギリス転炉鋼部門の景気循環過程における『生産の集積』と『独占の形成~J r土地制度
史学』第59号， 197&年をも審問せよ。
33) イギリスの圏内組織は， イギリスー レ ノレ生産者協会 BritishRail Makers A田ociation-e 
あった 0.C. C:，r & W. Taplin，品試.p. 167')0 
岳民 (270) 第 128巻第5・6号
第日表 イギリス鋼νール価格の変化
7 月
出.!flt-:EccJono叩 !st，Jan 1"=， 18A.':J， pι 14. ih起， Jan 10. 188丘M.T. 5.. p. 13. ibid.， Jan 
15， 1887， M. T. S.， p.28. ibι， Jan 12. M. T. S.， p.13の相対価格衰より作成。
第 2の機能である価格規制について。コンビネーションは. 1883年当時の価
格約4ポンドに対して最も条件の悪い ξ ッドランド地区の工場渡し価格を費用
価格と措定し， トン当り 12シリング6ペンスから13シリ yグの価格引上げを実
施Lた (No.2284-8め。 この価格調整は当初15シリングであった古九アウト
サ {}t との競争及び新規の参入を阻止するためくNo.2278 加)，特にフラ
ン1 及びオーストリアとの競争を考慮して13シリングに再調整された。その t
加盟企業がアウトサイダーとの競争のために標準価格以下で販売せざるをえ












34.) 1884-85年にかけて，舶用銅版之山形鋼10シリング， トタン20シリング， スタフォ-1'樺鉄7
シリング6ペンスー 10シリング，それぞれ価格下落を経験するのに鋼レ ルのみが12-/'リング6
-:. /'スの価格上昇を示した (EcOlwmIsιJun10， 1885. M. T. S.， p. 10.¥ 



















35) 鋼 ν ル部門の生産の集積については，徳江和雄，前掲論文.5←9へージを参照。
36) 崩壊原因は，高い競争力を維持するイギりスの2企岩毛(1社は工場移転をしたギャメル社〉が
既存の分配率を不満としてコγピネーγョンから脱退したことによる (T.Vogelstein， ib叫， ， 
9. lJ.ぴ徳江和雄，前掲諦口乙 14-15ベ ジ〕。
37) 1.大不況」期の保護運動については.Cf.B.H.B四 wn，Tariff Reform Movem町，"泥酔，，"
B河印象n1881-1895， NewYork. 1943. 邦語文献としては， 高橋哲雄 IW大不況』下のイギ
リス関税改革運動J W商学論究』第22号. 1956年，藤村幸雄「イギリス帝国主義の経済政策一一
対外政策」遠藤湘吉編『帝国主義論下』東大出版会， 1965年，藤回暁男「イギリス r大不況』
(lB73年 1896年〉に対する諸資本の対外的対策構想 『商工業不況調査委員会報告書.!l(1886 
年〕を中心に一一JWI圭営と経済』第126号.1972年，桑原莞爾 r大不況』期におけるイギリス
帝国連合運動」官岡昭島編『政治権力の史的分析』お茶の水書房， 1975年，等を事照。











(1)先進5ヶ国 174.507 (12.2) 16，269，514 (79.1) 208.84 
連合王国 35，968 4，618，932 287.53 
u s A 50，153 6，065，919 270.92 
フラ ユノ ス 37，672 2，508，706 149.16 
ド イ ツ 45，194 2，488，957 123.36 
ベルギー 5，520 587，000 238.20 
(2)その他白ヨーロ少パ 四四 (15.7) I 2，789，440 (13.6) 27.80 
(3)ヨーログパ以外の諸国 1，026，353 (72.1) 1，509，783 ( 7.3) 3.29 
イ ン ド 446，760 481，951 2.40 
イギりス領(イ γ ド除〕 11，465 621，483 121.40 
アジア〔イギリス領除〕 517，162 113，382 0.49 
商アメリカ等 45，449 274，353 13.50 
エ γ- フ ト 5，517 18，614 7.55 
(4)総計 (1)十(2)+(3) L叫 87 (剛 i20，567，746 (1町| 32.33 
出典 Sir. Lo，"引hi皿 Bel1， State回目L，p. 151. in Stfcond Rej抱月， p. 358 -Tablc LXXVIII 
により作成ム
38) ピスマルク関税以前のドイツ製鉄業者の競争認識については，藤瀬浩司 ;19世紀末『大不況』
下におけるドイツ製鉄資本の蓄積条件と政策一一『鉄ァ γケ}ト~ E田 n-Enqueteの分析を中
心として J ~調査を資料Jl No. 56， 1975年を告隠しなお『最終報告書』の「少数意見報告」
では.同ーの状況をベル見解とはまった〈逆に.保護関税=不況緩和=普と把握している(Final
Report.， pp. 118 f.)。









ーロッパ諸困はそれぞれ 15.7~0'. B.6%， 28.8ポン Vであり 3 ヨーロヅパ以外
の諸国は72.1%.7.3%， 3.29ポンドである。特にイギリス領を除いたアジア諸









(2) 政策転換運動へり第2の対応は， γ ェフィーノレド商業会議所に代表さ
れる。同会議所は内部の利害対立を理由として「自由貿易」あるいは「公正貿
39) ζのようなベレ見解に対して， 委員会委員エク凶イド W.EcroyUは， 中国で製鉄業が発展
した場合どうなるのかと疑問を提示している (No.3097)。さらに，ヲンデスは「顧客頭数の勘
定」という遊びであり，新興TI饗勢力のなだれ込みによって白昼夢と時る皮算用にすぎなかった
と論評している (D.S. Land田，The Unbound 1ヤ'ometheus，London， 1969， p. 240.). 
40) Sir Lowth四 1Bel. S比atement.，PP. 152 f皿 SecondRゆ四τ.p. 358 
41) 保謹関闘を採用せずに新市場の開拓を軸に商業関係主法等の欠陥への対策を勧告する「多数意
見報告」は，基本的にベル見解と同じ来観な自由主義的な基調で貫かれている。綿工業，海運=























42) Second Report.， p. 407 
43) イングラソド北部担酷業者協会については.Cf. First Re肘付， p. 117 なお同一地区のヱュ
ヵーッスル商業会議所 Newcastle-on-TyneC. Cの鉄鋼部門は，相殺関税の賦課を要求してい





構造』岩波書底， 1970:年"， 1!←162ベー タを妻照ー

























る。高橋哲雄，前掲論文， 53へ一片桑原莞爾，前掲論文， 229-31へ 三参照。
47) W最終報告書』の「多数意見報告」に署名したジェイさソソ G.Jamieson及びパー マー C
Palmerの2委員の補足意見は，乙の磨措1に属する Cf.Fb叫 1Re如何， pp. 64-81， 90-930 





























加工業，杭毛工業，砂糖精製業等がこれに属した Cf.Final R旬 ort..PP. 133-1150 






















































国主義 (1881-1914)Jrエコノミア』第50号， 1974年" 107-08へ ジ，N.び安部町拍，前掲論文，
65-67ベー ジを参照せよ円
53) 大野英二，前掲書， 159へージ， 203-04ベ ジ，同『ドイツ資本主義論11叫 146ベー ジ重量照.
54) Cf. E. J. Hobsbaw田 ，IndustrッandEm:t寸'e，London， 1967， p. 125. 
